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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第88期

第２四半期
連結累計期間

第89期
第２四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 13,844,246 15,690,704 31,285,753

経常利益 (千円) 380,356 672,410 1,354,695

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 217,986 369,715 823,624

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 196,901 384,758 826,407

純資産額 (千円) 17,071,072 17,739,049 17,561,541

総資産額 (千円) 28,744,093 30,156,040 30,271,632

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 31.43 53.26 118.72

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.57 52.99 52.28

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,214,454 588,045 1,781,165

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △259,231 △250,203 △684,062

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △345,602 △320,074 △630,464

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 8,472,424 8,347,210 8,329,442

回次
第88期

第２四半期
連結会計期間

第89期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 15.06 24.11

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識

している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変

更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策と政府の各種政策により経済

活動は正常化の動きが見られました。一方で、ウクライナ情勢の長期化に伴う原材料・エネルギー価格は引き続き

高い水準にあり、加えて円安の進行で経済活動への影響が懸念されるなど、先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

このような状況下、当第２四半期連結累計期間の売上高は156億90百万円と前年同四半期に比べ18億46百万円

（13.3％）の増加となり、営業利益は５億79百万円と前年同四半期に比べ２億44百万円（72.8％）の増加、経常利

益は６億72百万円と前年同四半期に比べ２億92百万円（76.8％）の増加、親会社株主に帰属する四半期純利益は３

億69百万円と前年同四半期に比べ１億51百万円（69.6％）の増加となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

ガス関連事業

ガス関連事業の売上高は、98億27百万円と前年同四半期に比べ14億27百万円（17.0％）増加、営業利益は８億６

百万円と前年同四半期に比べ２億41百万円（42.9％）の増加となりました。

当部門の状況といたしましては、酸素は電炉・鉄鋼向けの需要が減少しましたが、一方で、溶解アセチレンは圧

接向けの需要は低調も価格改定により増加、窒素は他社工場の定期修理に伴う稼働停止で出荷量が増加、アルゴン

は発電所工事向けに、水素は石英加工向けに、食品用ガスは行動制限の緩和を受け外食産業向けに需要が増加、液

化石油ガス及び石油類は輸入価格の上昇の影響を受け、売上高は増加しました。

利益面におきましては、電気料金の上昇に伴う全体的な製造コストの増加に加え、水素は調達コストが増加しま

したが、食品用ガスの出荷量が大幅に増加したこと、各種高圧ガスの値上げの実施及び前年に実施した多賀城工場

の大規模定期修理がなかったこと等により、営業利益は増加となりました。

器具器材関連事業

器具器材関連事業の売上高は、47億６百万円と前年同四半期に比べ６億57百万円（16.2％）増加、営業利益は１

億66百万円と前年同四半期に比べ77百万円（87.9％）の増加となりました。

当部門の状況といたしましては、溶接材料は販売価格を改定したことに加え、溶接切断器具は消耗品及び大型工

作機械の需要が増加したこと等により売上高は増加しました。営業利益は、売上総利益の増加に伴い増加となりま

した。

自動車機器関連事業

自動車機器関連事業の売上高は、５億86百万円と前年同四半期に比べ１億32百万円（29.3％）増加、営業損益は

前年同四半期に比べ19百万円増加し、19百万円の営業利益（前年同四半期は０百万円の営業損失）となりました。

当部門の状況といたしましては、自動車部品メーカーの設備投資需要は増加し、利益率の改善により営業利益を

確保しました。
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製氷機関連事業

製氷機関連事業の売上高は、４億４百万円と前年同四半期に比べ３億95百万円（49.4％）減少、営業利益は41百

万円と前年同四半期に比べ６百万円（14.2％）の減少となりました。

当部門の状況といたしましては、製氷・冷凍機械の大型物件に対する仕掛の減少により売上高及び売上総利益は

減少しましたが、販売費及び一般管理費は前期に発生した保証工事等が減少したこともあり、営業利益の減少幅が

縮小しました。

その他

その他の事業部門の売上高は、１億65百万円と前年同四半期に比べ24百万円（17.0％）増加、営業利益は25百万

円と前年同四半期に比べ７百万円（42.5％）増加となりました。

当部門の状況といたしましては、医療機器の需要が増加したことにより、売上高及び営業利益は増加となりまし

た。

(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、301億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億15百万円減

少となりました。この主な要因は、棚卸資産購入により増加（50百万円）しましたが、ガス関連事業における液化

石油ガス及び石油類のエネルギー需要期の売上債権を回収したことで売上債権等が減少（２億19百万円）したこと

によるものであります。

負債は、124億16百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億93百万円減少となりました。この主な要因は、ガス

関連事業における液化石油ガス及び石油類のエネルギーの需要が減少したこと等により仕入債務が減少（19百万

円）したことに加え、役員退職慰労引当金が減少（61百万円）したことによるものであります。

純資産は、177億39百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億77百万円増加となりました。この主な要因は、配

当金の支払いによる減少（２億８百万円）がありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上（３億69百

万円）したことによるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、83億47百万円となり、前

連結会計年度末より17百万円(0.2%)の増加となりました。

営業活動で得られた資金は５億88百万円、投資活動で使用した資金は２億50百万円、財務活動で使用した資金は

３億20百万円となり、現金及び現金同等物は増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

売上増加に伴う売上債権等の回収額が減少したこと及び法人税等の支払額が増加したこと等により、前年同四半

期に比べ６億26百万円(51.6%)減少しております。

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入が減少した一方で、有形固定資産の取得による支出が減少したこと等により、前

年同四半期に比べ９百万円(3.5%)支出が減少しております。

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払いは増加しましたが、長期借入金の返済による支出が減少したこと等により、前年同四半期に比べ

25百万円(7.4%)支出が減少しております。

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
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(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、ガス関連事業の仕入実績、自動車機器関連事業の仕入及び販売実績、製氷

機関連事業の生産、仕入及び販売実績が著しく変動いたしました。

その事情及び内容等については、「(1)経営成績の状況」をご覧ください。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,004,000 7,004,000
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数は100株で

あります。

計 7,004,000 7,004,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年７月１日～
2022年９月30日

― 7,004 ― 2,261,000 ― 885,000
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(5) 【大株主の状況】

2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東ソー株式会社 東京都港区芝３丁目８－２ 1,713 24.63

日本酸素ホールディングス
株式会社

東京都品川区小山１丁目３－２６ 690 9.92

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４－２ 440 6.33

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４－１０ 394 5.67

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 306 4.41

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社

東京都渋谷区恵比寿１丁目２８番１号 148 2.14

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 103 1.49

ビービーエイチ フイデリテイ
ピユーリタン フイデリテイ
シリーズ イントリンシツク
オポチユニテイズ フアンド
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決済
事業部）

102 1.47

株式会社日本カストディ銀行（信
託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 87 1.26

ステート ストリート バンク
アンド トラスト カンパニー
５０５２２４
（常任代理人 株式会社みずほ銀
行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.

（東京都港区港南２丁目１５－１ 品川イン
ターシティＡ棟）

70 1.01

計 ― 4,057 58.33

(注) １ 所有株式数は千株未満を切り捨てております。

２ 2022年４月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、エフエムアール

エルエルシー（FMR LLC）が2022年４月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、

当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

エフエムアール エル
エルシー（FMR LLC）

米国 02210 マサチューセッツ州ボスト
ン、サマー・ストリート245

311 4.44
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 47,900

― ―

(相互保有株式)
普通株式 26,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,918,100 69,181 ―

単元未満株式 普通株式 12,000 ― ―

発行済株式総数 7,004,000 ― ―

総株主の議決権 ― 69,181 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,800株含ま

れております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数18個が含ま

れております。

　 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式86株を含めて記載しております。

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

東邦アセチレン株式会社
宮城県多賀城市栄二丁目
３番３２号

47,900 ― 47,900 0.68

（相互保有株式）

カガク興商株式会社
宮城県石巻市三ツ股１丁
目２番７７号

26,000 ― 26,000 0.37

計 ― 73,900 ― 73,900 1.06

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１１１１１．．．．．四半期連結財務諸表の作四半期連結財務諸表の作四半期連結財務諸表の作四半期連結財務諸表の作四半期連結財務諸表の作成方法につい成方法につい成方法につい成方法につい成方法についててててて

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２２２２２．．．．．監査証明につい監査証明につい監査証明につい監査証明につい監査証明についててててて

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,329,442 8,347,210

受取手形、売掛金及び契約資産 6,409,028 5,955,585

電子記録債権 1,858,999 2,093,337

商品及び製品 1,024,008 1,074,044

仕掛品 8,697 20,475

原材料及び貯蔵品 123,703 126,509

その他 241,617 313,641

貸倒引当金 △17,070 △17,372

流動資産合計 17,978,428 17,913,430

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,394,318 3,422,027

機械装置及び運搬具（純額） 767,324 728,093

土地 5,572,578 5,620,455

その他（純額） 333,473 304,360

有形固定資産合計 10,067,695 10,074,937

無形固定資産 195,055 175,274

投資その他の資産

投資有価証券 1,097,898 1,070,469

その他 965,134 954,836

貸倒引当金 △32,580 △32,908

投資その他の資産合計 2,030,453 1,992,397

固定資産合計 12,293,204 12,242,609

資産合計 30,271,632 30,156,040

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,908,297 4,457,952

電子記録債務 675,587 1,106,817

短期借入金 3,230,000 3,230,000

1年内返済予定の長期借入金 121,792 93,792

未払法人税等 311,374 288,055

賞与引当金 382,304 385,539

役員賞与引当金 18,994 －

その他 956,950 854,738

流動負債合計 10,605,299 10,416,894

固定負債

長期借入金 56,968 24,072

役員退職慰労引当金 419,617 358,597

退職給付に係る負債 1,359,147 1,363,374

資産除去債務 5,976 31,443

その他 263,080 222,608

固定負債合計 2,104,790 2,000,095

負債合計 12,710,090 12,416,990
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,261,000 2,261,000

資本剰余金 1,122,978 1,120,578

利益剰余金 12,524,008 12,685,259

自己株式 △83,413 △73,070

株主資本合計 15,824,573 15,993,767

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,011 △14,823

その他の包括利益累計額合計 1,011 △14,823

非支配株主持分 1,735,956 1,760,105

純資産合計 17,561,541 17,739,049

負債純資産合計 30,271,632 30,156,040
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 13,844,246 15,690,704

売上原価 9,381,800 10,898,493

売上総利益 4,462,445 4,792,211

販売費及び一般管理費 ※ 4,126,930 ※ 4,212,538

営業利益 335,514 579,672

営業外収益

受取利息 140 295

受取配当金 7,218 6,954

受取賃貸料 42,742 63,832

持分法による投資利益 － 556

その他 41,431 66,394

営業外収益合計 91,533 138,033

営業外費用

支払利息 15,781 15,662

賃貸費用 14,267 26,941

持分法による投資損失 11,855 －

その他 4,786 2,692

営業外費用合計 46,691 45,296

経常利益 380,356 672,410

特別利益

固定資産売却益 22,336 6,941

投資有価証券売却益 22,025 －

特別利益合計 44,361 6,941

特別損失

固定資産除売却損 3,773 1,589

減損損失 8,341 893

補助金返還損 － 367

特別損失合計 12,114 2,850

税金等調整前四半期純利益 412,603 676,501

法人税等 183,557 272,756

四半期純利益 229,045 403,744

非支配株主に帰属する四半期純利益 11,058 34,029

親会社株主に帰属する四半期純利益 217,986 369,715

　



― 13 ―

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 229,045 403,744

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △33,226 △18,809

持分法適用会社に対する持分相当額 1,082 △176

その他の包括利益合計 △32,143 △18,986

四半期包括利益 196,901 384,758

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 193,455 353,879

非支配株主に係る四半期包括利益 3,446 30,878
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 412,603 676,501

減価償却費 301,885 313,095

減損損失 8,341 893

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,465 630

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,480 3,235

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18,640 △18,994

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15,851 △61,020

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △30 4,226

受取利息及び受取配当金 △7,359 △7,250

支払利息 15,781 15,662

持分法による投資損益（△は益） 11,855 △556

投資有価証券売却損益（△は益） △22,025 ―

固定資産売却益 △22,336 △6,941

固定資産除売却損 3,773 1,589

助成金収入 ― △11,880

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 742,605 219,104

棚卸資産の増減額（△は増加） 706,641 △64,617

仕入債務の増減額（△は減少） △373,360 △19,115

その他 △331,207 △153,217

小計 1,457,395 891,346

利息及び配当金の受取額 9,423 9,314

利息の支払額 △15,696 △15,653

助成金の受取額 ― 11,880

法人税等の支払額 △236,667 △308,840

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,214,454 588,045
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △339,834 △271,008

有形固定資産の売却による収入 27,475 7,296

無形固定資産の取得による支出 △4,531 △14,162

投資有価証券の取得による支出 △2,714 △2,735

投資有価証券の売却による収入 52,941 ―

貸付けによる支出 △1,000 △6,000

貸付金の回収による収入 8,667 9,472

その他 △236 26,933

投資活動によるキャッシュ・フロー △259,231 △250,203

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 208,000 130,000

短期借入金の返済による支出 △208,000 △130,000

長期借入金の返済による支出 △121,556 △60,896

リース債務の返済による支出 △43,175 △43,548

自己株式の取得による支出 △122 △12

配当金の支払額 △173,999 △208,168

非支配株主への配当金の支払額 △6,749 △7,450

財務活動によるキャッシュ・フロー △345,602 △320,074

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 609,620 17,767

現金及び現金同等物の期首残高 7,862,804 8,329,442

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 8,472,424 ※ 8,347,210
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　 該当事項はありません。

(会計方針の変更)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしております。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
　

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

貸倒引当金繰入額 △1,461千円 630千円

給与及び賞与 1,478,508 1,490,206

賞与引当金繰入額 379,199 375,133

退職給付費用 87,094 79,395

役員退職慰労引当金繰入額 25,906 28,330

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

現金及び預金 8,487,424千円 8,347,210千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △15,000 ―

現金及び現金同等物 8,472,424 8,347,210
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月13日
取締役会

普通株式 173,576 25.00 2021年３月31日 2021年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

　となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月12日
取締役会

普通株式 138,977 20.00 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金

当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月13日
取締役会

普通株式 208,464 30.00 2022年３月31日 2022年６月６日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

　となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月11日
取締役会

普通株式 139,120 20.00 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ガス関連
事業

器具器材
関連事業

自動車
機器関連
事業

製氷機
関連事業

計

売上高

一時点で移転さ
れる財

8,400,200 4,048,925 453,820 80,354 12,983,300 99,977 13,083,277 ― 13,083,277

一定の期間にわ
たり移転される
財

― ― ― 719,238 719,238 41,730 760,968 ― 760,968

顧客との契約か
ら生じる収益

8,400,200 4,048,925 453,820 799,593 13,702,538 141,707 13,844,246 ― 13,844,246

外部顧客への売
上高

8,400,200 4,048,925 453,820 799,593 13,702,538 141,707 13,844,246 ― 13,844,246

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 8,400,200 4,048,925 453,820 799,593 13,702,538 141,707 13,844,246 ― 13,844,246

セグメント利益
又は損失(△)

564,061 88,673 △440 48,840 701,135 18,099 719,235 △383,720 335,514

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△383,720千円は、すべて全社費用であります。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ガス関連
事業

器具器材
関連事業

自動車
機器関連
事業

製氷機
関連事業

計

売上高

一時点で移転さ
れる財

9,827,626 4,706,104 586,611 170,529 15,290,871 119,565 15,410,437 ― 15,410,437

一定の期間にわ
たり移転される
財

― ― ― 234,051 234,051 46,215 280,266 ― 280,266

顧客との契約か
ら生じる収益

9,827,626 4,706,104 586,611 404,581 15,524,923 165,780 15,690,704 ― 15,690,704

外部顧客への売
上高

9,827,626 4,706,104 586,611 404,581 15,524,923 165,780 15,690,704 ― 15,690,704

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 9,827,626 4,706,104 586,611 404,581 15,524,923 165,780 15,690,704 ― 15,690,704

セグメント利益 806,056 166,636 19,195 41,894 1,033,783 25,800 1,059,584 △479,911 579,672

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療機器等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△479,911千円は、すべて全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない販売費及び一般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

１株当たり四半期純利益 31.43円 53.26円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 217,986 369,715

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

217,986 369,715

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,935 6,941

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第89期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）中間配当について、2022年11月11日開催の取締役会において、

2022年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 139,120千円

② １株当たりの金額 20円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年11月11日

東邦アセチレン株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

仙台事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 宮 厚 彦

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 成 田 孝 行

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦アセチレン

株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から

2022年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦アセチレン株式会社及び連結子会社の2022年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長池田悦哉及び当社最高財務責任者小峰雅は、当社の第89期第２四半期（自 2022年７月１日

至 2022年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　



　



　


